
�愛媛県規則第６４号
愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則を次のように定め

る。

平成１５年１０月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則

愛媛県林業改善資金貸付規則（昭和５１年愛媛県規則第８１号

）の全部を改正する。

（貸付け）

第１条 県は、この規則の定めるところにより、林業従事者

等（林業・木材産業改善資金助成法（昭和５１年法律第４２号

。以下「法」という。）第３条第１項に規定する林業従事

者等をいう。以下同じ。）に対し、予算の範囲内において

、林業・木材産業改善資金を貸し付けるものとする。

２ 県は、前項に規定する場合のほか、林業従事者等に対す

る林業・木材産業改善資金の貸付けの業務を行う融資機関

（法第３条第２項に規定する融資機関をいう。以下同じ。

）に対し、予算の範囲内において、当該業務に必要な資金

の全部を貸し付けるものとする。

（貸付限度額並びに償還の期間及び方法）

第２条 前条第１項の貸付けに係る資金（以下「貸付金」と

いう。）の一林業従事者等ごとの限度額は、個人にあって

は１，５００万円、会社にあっては３，０００万円、会社以外の団

体にあっては５，０００万円（木材産業に係る林業・木材産業

改善措置を実施する場合にあっては、それぞれ１億円）と

する。ただし、知事が、林業経営若しくは木材産業経営の

改善又は林業労働に係る労働災害の防止若しくは林業労働

に従事する者の確保を図るために必要があると認める場合

において農林水産大臣に協議をしたときは、当該協議をし

て定めた額とする。

２ 貸付金の償還期間は、１０年（３年以内の据置期間を含む

。）とする。ただし、林業経営基盤の強化等の促進のため

の資金の融通等に関する暫定措置法施行令（昭和５４年政令

第２０５号）第７条第１項に規定する資金であって林業経営

基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措

置法（昭和５４年法律第５１号）第３条第１項の認定を受けた

者が当該認定に係る同条第２項第３号の措置を実施するの

に必要なものにあっては１２年（３年以内の据置期間を含む

。）以内とし、林業労働力の確保の促進に関する法律施行

令（平成８年政令第１５３号）第３条第１項に規定する資金

であって林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年

法律第４５号）第５条第１項の認定を受けた事業主が同法第

６条第２項に規定する認定計画に従って同法第５条第１項

に規定する改善措置を行うのに必要なものにあっては１５年

（３年以内の据置期間を含む。）以内とする。

３ 貸付金の償還は、償還期間を１年以内とした貸付金にあ

っては一時払の方法とし、それ以外の貸付金にあっては均

等年賦支払の方法によるものとする。この場合において、

据置期間を設けた貸付金の償還は、原則として据置期間経

過後の期間において均等年賦支払の方法によるものとする

。

（貸付金の利率）

第３条 貸付金は、無利子とする。

（借受資格）

第４条 貸付金の借受者たる資格を有する者は、次に掲げる

者とする。

� 林業従事者

� 木材産業に属する事業を営む者（資本の額若しくは出

資の総額が１，０００万円以下の会社又は常時使用する従業

者の数が１００人（木材製造業を営む者にあっては、３００

人）以下の会社若しくは個人であるものに限る。）

� 前２号に掲げる者の組織する団体

� 林業を行う法人で林業従事者の組織する団体以外のも

の（会社にあっては、資本の額若しくは出資の総額が１

，０００万円以下のもの又は常時使用する従業者の数が３００
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人以下のものに限る。）

２ 前項に規定する借受者たる資格を有する者のうち、法人

格のない団体にあっては、次に掲げる条件を併せ有するも

のでなければならない。

� 林業又は木材産業の経営、林産物の生産又は販売の方

式の改善等を共同して又は集団的に行うことを目的とし

て組織された団体であって、実体的活動を現に行ってい

るものであること。

� 目的、名称、事務所、資産、代表者及び総会に関する

定めを有する団体であること。

（貸付資格の認定）

第５条 貸付金の貸付けを受けようとする者は、林業・木材

産業改善資金貸付資格認定申請書（様式第１号。以下「認

定申請書」という。）を知事に提出して、当該貸付けを受

けることが適当である旨の知事の認定を受けなければなら

ない。

２ 知事は、前項の認定（以下「認定」という。）の申請が

あったときは、その申請者（その者が団体である場合には

、その団体又はその団体を構成する者）が申請に係る林業

・木材産業改善資金をもって林業・木材産業改善措置を実

施することにより、その経営を改善し、又は林業労働に係

る労働災害の防止若しくは林業労働に従事する者の確保を

図る見込みがあると認められる場合であって、当該林業・

木材産業改善措置の内容が次の各号のいずれかに該当する

ときに限り、認定をするものとする。

� 新たな林業部門の経営の開始（林業を行っていなかっ

た者が新たに林業の経営を開始することを含む。）

� 新たな木材産業部門の経営の開始（木材産業を行って

いなかった者が新たに木材産業の経営を開始することを

含む。）

� 林産物の新たな生産方式の導入

� 林産物の新たな販売方式の導入

� 林業労働に係る安全衛生施設の導入

� 林業労働に従事する者の福利厚生施設の導入

３ 知事は、原則として、貸付金の貸付後３月以内に完了す

ると見込まれる事業について認定をするものとする。ただ

し、知事が３月以内に完了することが困難であると認める

事業については、この限りでない。

４ 知事は、認定をしたときは林業・木材産業改善資金貸付

資格認定書（様式第２号。以下「認定書」という。）を申

請者に交付し、認定をしない旨の決定をしたときはその旨

を申請者に通知するものとする。

（県が行う貸付けの手続）

第６条 貸付金の貸付けを受けようとする者は、認定申請書

（認定を受けている場合にあっては、認定書の写し）と併

せて、林業・木材産業改善資金借入申込書（様式第３号。

以下「借入申込書」という。）を知事に提出しなければな

らない。

２ 知事は、前項の規定による借入申込書の提出を受けた場

合は、その内容を審査し、貸付けの決定を行ったときは林

業・木材産業改善資金貸付決定通知書（様式第４号。以下

「貸付決定通知書」という。）を、借入申込書を提出した

者（以下「借入申込者」という。）が認定を受けていない

場合にあっては、認定書と併せて借入申込者に交付し、貸

付けをしない旨の決定をしたときはその旨を借入申込者に

通知するものとする。

３ 借入申込者は、前項の規定による貸付決定通知書の交付

を受けたときは、貸付決定の日から３０日以内に、林業・木

材産業改善資金借用証書（様式第５号。以下「借用証書」

という。）を知事に提出しなければならない。

（連帯保証人又は担保）

第７条 貸付金の貸付けを受けようとする者は、連帯保証人

を立てなければならない。ただし、知事がやむを得ないと

認める場合は、連帯保証人に代えて担保を提供することが

できる。

２ 前項本文の場合において、貸付金の貸付けを受けようと

する者が第４条第１項第３号に掲げる団体であるときは、

その構成員のうち、当該貸付けによって受益する者（その

者が特定されない場合にあっては、当該団体の理事等）が

当該団体の連帯保証人となるものとする。

３ 前項に規定するもののほか、連帯保証人の資格及び数は

、知事が定めるところによるものとする。

４ 知事は、第１項の規定にかかわらず、貸付金債権を保全

するため必要があると認めるときは、貸付金の貸付けを受

けようとする者に対し連帯保証人に加えて担保を提供させ

ることがある。

５ 知事は、貸付金債権を保全するため必要があると認める

ときは、貸付金の貸付けを受けた者に対し、連帯保証人の

追加若しくは交替又は担保の追加若しくは変更を求めるこ

とがある。

（貸付金の交付及び貸付対象事業の着手）

第８条 知事は、借用証書と引換えに貸付金を交付するもの

とする。

２ 貸付決定通知書の交付を受けた者は、貸付金の交付前に

貸付対象事業に着手してはならない。ただし、知事が特に

必要があると認めたときは、この限りでない。

（事業実施報告等）

第９条 貸付金の交付を受けた者（以下「借受者」という。

）は、貸付対象事業の完了後３０日以内に、林業・木材産業

改善資金事業実施報告書（様式第６号。以下「実施報告書

」という。）を知事に提出しなければならない。

２ 借受者は、実施報告書に基づく事業実施の結果が貸付け

の目的に適合していないと知事が認めて必要な指示をした

ときは、その指示に従わなければならない。

（認定の取消し）

第１０条 知事は、貸付けの決定から貸付対象事業が完了する

までの間に、林業・木材産業改善措置に関する計画が達成

できない見込みとなったときは、当該計画に係る認定を取

り消すものとする。

２ 知事は、前項の規定により認定を取り消したときは、借

受者に林業・木材産業改善資金貸付資格認定取消通知書（

様式第７号）により通知するものとする。

（期限前償還）

第１１条 知事は、借受者が次の各号のいずれかに該当する場

合には、支払期日前に、当該借受者に対し、いつでも貸付

金の全部又は一部の償還を請求することができる。
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� 貸付金を貸付けの目的以外の目的に使用したとき。

� 償還金の支払を怠ったとき。

� 前２号に掲げる場合のほか、正当な理由がなくて貸付

けの条件に違反したとき。

（支払の猶予）

第１２条 知事は、災害又は借受者（その者が団体である場合

には、その団体を構成する個人）若しくはその者と住居及

び生計を一にする親族の死亡、疾病若しくは負傷により貸

付金の償還が著しく困難であると認められるときには、償

還金の支払を猶予することができる。

２ 借受者は、前項の規定による償還金の支払の猶予を受け

ようとするときは、林業・木材産業改善資金償還金支払猶

予申請書（様式第８号。以下「支払猶予申請書」という。

）に前項に規定する場合に該当することを証する書面を添

え、償還期限（均等年賦支払の場合における各支払期日を

含む。）の３０日前までに知事に提出しなければならない。

３ 知事は、前項の規定により支払猶予申請書の提出を受け

たときは、その内容を審査し、支払を猶予するかどうかの

決定を行うものとする。

４ 知事は、前項の規定により、支払の猶予の決定を行った

ときは林業・木材産業改善資金償還金支払猶予決定通知書

（様式第９号）により申請者に通知するものとし、支払の

猶予をしない旨の決定を行ったときはその旨を申請者に通

知するものとする。

５ 知事は、償還金の支払期日を過ぎて支払の猶予をしない

旨の決定を行ったときにおいても、次条に規定する違約金

を徴収するものとする。

（違約金）

第１３条 知事は、借受者が支払期日に償還金又は第１１条の規

定により償還をすべき金額を支払わなかった場合には、延

滞金額につき年１２．２５パーセントの割合をもって支払期日

の翌日から支払当日までの日数により計算した違約金を徴

収するものとする。

（県貸付金の貸付けの手続等）

第１４条 融資機関は、第１条第２項の貸付けを受けようとす

るときは、林業・木材産業改善資金県貸付金貸付申請書（

様式第１０号）を知事に提出しなければならない。

２ 知事は、林業・木材産業改善資金県貸付金貸付申請書の

提出を受けた場合は、速やかに審査を行い、貸付けの決定

を行ったときは貸付決定通知書を融資機関に交付し、貸付

けをしない旨の決定を行ったときはその旨を融資機関に通

知するものとする。

３ 融資機関は、貸付決定通知書の交付を受けたときは、速

やかに、林業・木材産業改善資金県貸付金借用証書（様式

第１１号）を知事に提出しなければならない。

４ 第１条第２項の貸付けに係る資金（以下「県貸付金」と

いう。）の償還期間は、１６年（４年以内の据置期間を含む

。）以内とする。

５ 融資機関は、県貸付金を貸付けの目的以外の目的に使用

してはならない。

６ 融資機関は、知事が当該融資機関に対する貸付けに係る

債権の保全その他貸付けの条件の適正な実施を図るために

必要があると認める場合において、その業務及び資産の状

況に関し報告を求めたときは、遅滞なく、報告をしなけれ

ばならない。

７ 融資機関は、次に掲げる場合には、直ちに知事に報告し

、その指示に従わなければならない。

� 林業・木材産業改善資金の貸付けの業務を中止し、又

は廃止しようとする場合

� 林業・木材産業改善資金の貸付けの業務の遂行が困難

となった場合

８ 知事は、融資機関が次の各号のいずれかに該当する場合

には、支払期日前に、当該融資機関に対し、いつでも県貸

付金の全部又は一部の償還を請求することができる。

� 県貸付金を貸付けの目的以外の目的に使用したとき。

� 知事が第６項の規定に基づく報告を求めた場合におい

て、その報告を怠ったとき。

� 県貸付金の償還金の支払を怠ったとき（借受者による

林業・木材産業改善資金の償還を次条第１項において準

用する第１２条第１項の規定により猶予したことにより、

融資機関が県貸付金の償還を償還期日までに行うことが

できない場合を除く。）。

� 前３号に掲げる場合のほか、正当な理由がなくて貸付

けの条件に違反したとき。

９ 知事は、融資機関が支払期日に償還金又は前項の規定に

より償還をすべき金額を支払わなかった場合には、延滞金

額につき年１２．２５パーセントの割合をもって支払期日の翌

日から支払当日までの日数（以下「延滞日数」という。）

により計算した違約金を徴収するものとする。ただし、借

受者による林業・木材産業改善資金の償還を次条第１項に

おいて準用する第１２条第１項の規定により猶予したことに

より、融資機関が県貸付金の償還を償還期日までに行うこ

とができない場合は、支払期日の翌日から借受者又はこれ

に代わる者による融資機関への支払の当日までの日数を延

滞日数から控除した日数により計算した違約金を徴収する

ことができる。

（融資機関が行う貸付けの手続等）

第１５条 第２条から第６条まで及び第８条から第１３条までの

規定は、融資機関が行う林業従事者等に対する林業・木材

産業改善資金の貸付けについて準用する。この場合におい

て、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものと

する。

第６条第
１項

認定申請書（認
定を受けている
場合にあっては
、認定書の写し
）と併せて、林
業・木材産業改
善資金借入申込
書（様式第３号
。以下「借入申
込書」という。
）を知事

認定を受けている場合に
あっては林業・木材産業
改善資金借入申込書（様
式第３号。以下「借入申
込書」という。）に認定
書の写しを添えて融資機
関に提出し、認定を受け
ていない場合にあっては
借入申込書を融資機関に
提出するとともに、認定
申請書に借入申込書の写
しを添えて知事

第６条第
２項

知事 融資機関
場合は、その内
容を審査し、貸
付けの決定を行

場合（借入申込書を提出
した者（以下「借入申込
者」という。）が認定を
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ったときは林業
・木材産業改善
資金貸付決定通
知書（様式第４
号。以下「貸付
決定通知書」と
いう。）を、借
入申込書を提出
した者（以下「
借入申込者」と
いう。）が認定
を受けていない
場合にあっては
、認定書と併せ
て

受けていない場合にあっ
ては、第１５条第２項の通
知を受けた場合）は、速
やかに審査し、貸付けの
決定を行ったときは林業
・木材産業改善資金貸付
決定通知書（様式第４号
。以下「貸付決定通知書
」という。）を

第６条第
３項及び
第８条第
１項

知事 融資機関

第９条第
１項

知事に提出しな
ければならない
。

融資機関に提出しなけれ
ばならない。この場合に
おいて、融資機関は、そ
の内容を審査し、適当と
認めたときは、速やかに
、林業・木材産業改善資
金県貸付金事業実施報告
書（様式第１２号）を知事
に提出しなければならな
い。

第９条第
２項

知事 融資機関

第１０条第
２項

通知する 通知するとともに、融資
機関にその写しを送付す
る

第１１条及
び第１２条
第１項

知事 融資機関

第１２条第
２項

知事に提出しな
ければならない
。

融資機関に提出しなけれ
ばならない。この場合に
おいて、融資機関は、速
やかに、林業・木材産業
改善資金県貸付金償還金
支払猶予申請書（様式第
１３号。以下「県貸付金支
払猶予申請書」という。
）を知事に提出しなけれ
ばならない。

第１２条第
３項

支払猶予申請書 県貸付金支払猶予申請書
審査し 審査し、支払の猶予の決

定を行ったときは林業・
木材産業改善資金償還金
支払猶予決定通知書によ
り融資機関に通知し、支
払の猶予をしない旨の決
定を行ったときはその旨
を融資機関に通知し、融
資機関は

第１２条第
４項及び
第５項

知事 融資機関

第１３条 知事 融資機関
第１１条 第１５条第１項において準

用する第１１条

２ 知事は、前項において準用する第６条第１項の規定によ

る借入れの申込みに係る認定の可否を、借入申込者が林業

・木材産業改善資金の貸付けを受けようとする融資機関に

通知するものとする。ただし、既に認定を受けている者が

当該認定に係る林業・木材産業改善資金の貸付けを受けよ

うとするときは、この限りでない。

（書類の経由等）

第１６条 第５条第１項、第６条第１項及び第１２条第２項の規

定により知事に提出する書類は、当該書類を提出しようと

する者が第４条第１項第１号に掲げる者、同項第３号に掲

げる者（同項第１号に掲げる者の組織する団体に限る。以

下「第１号団体」という。）及び同項第４号に掲げる者で

あるときはその者の住所地をその地区内に含む森林組合法

（昭和５３年法律第３６号）第９条第２項第１号に掲げる事業

を行う森林組合（以下「森林組合」という。）を、第４条

第１項第２号に掲げる者及び同項第３号に掲げる者（同項

第２号に掲げる者の組織する団体に限る。以下「第２号団

体」という。）であるときは愛媛県木材製材協同組合（以

下「県木協組」という。）を通じ、所轄の地方局長（以下

「地方局長」という。）を経由するものとする。ただし、

やむを得ない理由があると認められるとき及び愛媛県森林

組合連合会（以下「県森連」という。）又は県木協組（以

下「県森連等」という。）が当該書類を提出しようとする

ときは、森林組合又は県木協組（以下「事務取扱機関」と

いう。）を通じる必要は、ないものとする。

２ 知事は、第５条第４項の規定に基づき認定書を申請者に

交付するとき、第６条第２項の規定に基づき貸付決定通知

書を借入申込者に交付するとき、第１０条第２項の規定に基

づき林業・木材産業改善資金貸付資格認定取消通知書を借

受者に交付するとき、及び第１２条第４項の規定に基づき林

業・木材産業改善資金償還金支払猶予決定通知書を申請者

に交付するときは事務取扱機関及び地方局長並びに愛媛県

林業・木材産業改善資金会計事務取扱規則（昭和５１年愛媛

県規則第８２号）第２条に規定する県森連等（以下「事務委

託機関」という。）にその旨を連絡し、認定をしない旨の

決定をしたとき、貸付けをしない旨の決定を行ったとき、

及び支払の猶予をしない旨の決定を行ったときはその旨を

事務取扱機関、地方局長及び事務委託機関に通知するもの

とする。ただし、認定の申請者、借入申込者、借受者又は

支払の猶予の申請者が県森連等であるときは、これらの手

続は、地方局長に対してのみ行うものとする。

３ 第６条第３項の規定により知事に提出する書類は、当該

書類を提出しようとする者が第４条第１項第１号に掲げる

者、第１号団体及び同項第４号に掲げる者であるときは森

林組合を通じ、及び県森連を経由して、第４条第１項第２

号に掲げる者及び第２号団体であるときは県木協組を経由

して知事に提出しなければならない。ただし、やむを得な

い理由があると認められるときは、森林組合を通じる必要

はないものとする。

４ 前項の規定にかかわらず、借入申込者が県森連等である

ときは、借用証書を直接知事に提出しなければならない。

５ 第９条第１項（前条第１項において準用する場合を含む

。）、前条第１項において準用する第６条第１項及び同条

第１項において準用する第１２条第２項の規定により知事に
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提出する書類は、地方局長を経由しなければならない。

（補則）

第１７条 この規則に定めるもののほか、林業・木材産業改善

資金の貸付けに関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則の施行の日前に貸付けの決定を行った改正前の

愛媛県林業改善資金貸付規則第２条第１項の表、同条第２

項の表、同条第３項の表及び同条第４項の表に掲げる資金

については、なお従前の例による。

愛 媛 県 報平成１５年１０月１７日 第１５０１号

１０７９



様式第１号（第５条、第６条、第１５条関係） 林業・木材産業改善資金貸付資格認定申請書

林業・木材産業改善資金貸付資格認定申請書

年 月 日
愛媛県知事 殿

氏名又は名称及び住所
申請者 並びに団体にあっては、

代表者の氏名 �

林業・木材産業改善措置に関する計画

林
業
・
木
材
産
業
改
善
措
置
の
目
標

項 目 現 状 目 標
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林
業
・
木
材
産
業
改
善
措
置
の
内
容

林
業
・
木
材
産
業
改
善
措
置
の
実
施
時
期

項 目

年度別の事業量
林業・木材産業
改善措置の対象

年度
（ 月 日）

年度 年度 年度 年度 年度 年度

記載要領 １ 全体の工程が明らかになるよう、林業・木材産業改善措置については当該措置
に係る事業及びその運用計画を明らかにするとともに、林業・木材産業改善措置
以外の措置についても必要に応じ記載すること。
２ 年度別の事業量欄は、当該認定に係る林業・木材産業改善措置に係る事業の完
了予定月日を（ ）書で記載するとともに、年度別の運用計画を生産量、販売量、
購入量、実施面積等の事業量で記載すること。
３ 林業・木材産業改善措置の対象の欄は、林業・木材産業改善措置として行う項
目につき、○印を付すこと。
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林業
・木
材産
業改
善措
置を
実施
する
のに
必要
な資
金の
額及
びそ
の調
達方
法

林業・木材産業改善
資 金 貸 付 残 高

円 （ 年 月 日現在）

総
事
業
費

区 分 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 合計

資
金
内
訳

改 善
資 金

その他の
借 入 金

自 己
資 金

記載要領 総事業費の区分の欄は、機械・施設の導入、間伐の実施、作業路の開設、立木の購
入等の取組の具体的な内容を記載すること。また、資材購入等の林業・木材産業の経
営改善に伴い必要となる改善措置も区分して記載すること。

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
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様式第２号（第５条、第６条、第１５条、第１６条関係） 林業・木材産業改善資金貸付資格認定書

林業・木材産業改善資金貸付資格認定書

第 号
年 月 日

殿

愛媛県知事 �

年 月 日付けで申請のあった林業・木材産業改善資金助成法（昭和５１年法律第４２号）第７条
第１項の認定については、これを認定します。

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
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様式第３号（第６条、第１５条、様式第１０号関係） 林業・木材産業改善資金借入申込書

林業・木材産業改善資金借入申込書

年 月 日
愛媛県知事 殿
（融資機関）

氏名又は名称及び住所
申込者 並びに団体にあっては、

代表者の氏名 �

※受付事務委託機関 ※受理日 年 月 日

※ 受 理 地 方 局 ※受理日 年 月 日

償還期間 据置期間 資金交付
希 望 日

貸付対象事業の内容及び申請額

事 業 量 事 業 費 申 請 額

年 年 月 日
千円 千円

連
帯
債
務
者

住 所 氏 名 印 連
帯
保
証
人

住 所 氏 名

担
保
物
件

償

還

計

画

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 １０年目

償還日 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額

月 日 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１１年目 １２年目 １３年目 １４年目 １５年目

償還額 償還額 償還額 償還額 償還額
千円 千円 千円 千円 千円

申
込
者
の
概
要

設立時期（個人にあっては、事業開始の時期）

事 業 の 概 要

資 本 金 の 額 又 は 出 資 の 総 額

常 時 使 用 す る 従 業 者 数

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ ※印欄は、記載しないこと。
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様式第４号（第６条、第８条、第１４条－第１６条関係） 林業・木材産業改善資金貸付決定通知書

林業・木材産業改善資金貸付決定通知書
第 号
年 月 日

殿
愛媛県知事 �
（融資機関 �）

資金の種類 □貸付金 □県貸付金 □融資機関貸付金

連帯保証人

連帯債務者

資金の内容

資金の使途

貸 付 金 額 貸付決定日 貸付決定番号
千円

償

還

方

法

償 還 期 日 償 還 額 備 考

第１回 年 月 日 千円

第２回 年 月 日 千円

第３回 年 月 日 千円

第４回 年 月 日 千円

第５回 年 月 日 千円

第６回 年 月 日 千円

第７回 年 月 日 千円

第８回 年 月 日 千円

第９回 年 月 日 千円

第１０回 年 月 日 千円

第１１回 年 月 日 千円

第１２回 年 月 日 千円

第１３回 年 月 日 千円

第１４回 年 月 日 千円

第１５回 年 月 日 千円

計 千円

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 不要の文字は、抹消すること。
３ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付すること。
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収 入
印 紙
添付欄

様式第５号（第６条、第８条、第１６条関係） 林業・木材産業改善資金借用証書

（表）

※事務委託機関受理年月日 年 月 日

貸付決定
番 号 第 号
年 月 日 年 月 日

林業・木材産業改善資金借用証書

資金の内容 資金の使途
借受者の氏名
又 は 名 称 借受者の住所

借 入 金 額

償
還
期
日
及
び
償
還
額

第１回 年 月 日 千円
第２回 年 月 日 千円

千円

第３回 年 月 日 千円
第４回 年 月 日 千円
第５回 年 月 日 千円
第６回 年 月 日 千円
第７回 年 月 日 千円
第８回 年 月 日 千円

償 還 期 限
第９回 年 月 日 千円
第１０回 年 月 日 千円

年 月 日

第１１回 年 月 日 千円
第１２回 年 月 日 千円
第１３回 年 月 日 千円
第１４回 年 月 日 千円
第１５回 年 月 日 千円

本日上記のとおり林業・木材産業改善資金を借用いたしました。ついては、愛媛県林業・木材産
業改善資金貸付規則（平成１５年愛媛県規則第６４号）及び裏面記載の特約条項を承知の上、借入金
の償還は、償還期日に相違なく実行することを確約いたします。
愛媛県知事 殿

年 月 日
氏名又は名称及び住所

借受者 並びに団体にあっては、 �
代表者の氏名

林業・木材産業改善資金の借受けにつき、次の者は、愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則及
び裏面記載の特約条項を承知の上、借受者と連帯して債務の弁済の責めに任じます。

連
帯
保
証
人

氏 名 印 住 所

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ ※印欄は、記載しないこと。
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（裏）

林業・木材産業改善資金借用証書特約条項

（期限前償還）

第１条 愛媛県（以下「甲」という。）は、林業・木材産業改善資金の貸付けを受けた者（以下「乙」

という。）が次の各号のいずれかに該当すると認め、期限前償還の請求をした場合には、償還期限（分

割支払の場合の各支払期日を含む。以下同じ。）にかかわらず、乙に対し直ちに債務の全部又は一部

を弁済させる。

� この借入金を借用証書に記載した借入金の使途以外に使用し、又は貸付対象事業実施期間経過

後長期にわたり使用しなかったとき。

� この資金の借入れの際又は借入れ後、この借入金債務の全部を弁済するまでの間において、甲

に対して、虚偽の申請若しくは報告をし、又は故意に必要な事実の報告を怠ったとき。

� 貸付資格の認定が取り消されたとき。

� 愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則及びこの特約条項に基づく義務の履行を怠ったとき。

� その他甲が債権保全上著しい支障があると認めたとき。

（繰上償還）

第２条 乙は、償還期限にかかわらず、借入金の全部又は一部を甲に繰上償還することができる。

（報告）

第３条 乙は、貸付対象事業完了後３０日以内に林業・木材産業改善資金事業実施報告書を甲に提出し

なければならない。この場合において、乙が法人格のない団体であるときは、当該事業実施報告書

に資金調達の実績について個人別内訳を明記し、各人の確認印を押印した個人別明細書を添付しな

ければならない。

２ 乙は、甲の指示するところに従い、経営状況その他必要な事項を甲に報告しなければならない。

（弁済充当の指定権）

第４条 乙及びその連帯保証人は、弁済充当の指定権が甲にあることを承認する。

（違約金等）

第５条 乙は、償還期限又は期限前償還を請求された場合の甲の指定する期日に償還金又は償還をす

べき金額を支払わなかったときは、これらの期日の翌日から支払うべき金額に対し年１２．２５パーセ

ントの違約金を甲に支払う。

２ 乙は、甲が支払期日を過ぎて支払の猶予をしない旨の決定を行ったときも、前項の規定による違

約金を支払う。

３ 乙は、第１条第１号から第４号までに該当したこと（故意の場合に限る。）を理由とし

て甲から期限前償還の請求を受けたときは、当該請求に係る貸付金の貸付けの日から償還

金の支払の日までの日数に応じ当該請求に係る貸付金の額につき年１２．２５パーセントの割

合で計算した違反金を併せて支払う。

（連帯保証人）

愛 媛 県 報平成１５年１０月１７日 第１５０１号

１０８７



第６条 連帯保証人は、この契約に基づく一切の債務について、乙と連帯保証人との契約のいかんに

かかわらず、乙と連帯して当該債務の履行の責めを負う。

（連帯保証人の追加等）

第７条 乙は、甲が連帯保証人の追加を必要と認めて請求した場合は、直ちにこれに応じなければな

らない。

２ 甲は、連帯保証人の変更に関し、乙から請求があり、適当と認めるときは、これに応ずるものと

する。

第８条 乙は、甲がこの契約に基づく債務の担保を必要と認めて請求した場合は、甲の指定する資産

に別に締結する抵当権設定契約により抵当権を設定し、又はこの資金の借入れにより購入若しくは

設置をする機械若しくは施設について、別に譲渡担保契約を締結するものとする。

２ 乙は、前項の規定による抵当権の設定に当たっては、遅滞なく、登記手続を完了し、その登記簿

謄本を甲に提出するものとする。

（担保の保全）

第９条 乙は、甲の承認を得ずに、担保として提供した資産を他に譲渡し、賃貸し、担保に供し、又

はその現状を変更する等甲に損害を及ぼすおそれのある一切の行為をしてはならない。

２ 乙は、担保として提供した資産の価値が減失、損傷等の事情により減少したときは、遅滞なくそ

の旨を甲に報告するものとする。

（担保の追加等）

第１０条 乙は、甲が担保の追加を必要と認めて請求した場合は、直ちにこれに応じなければならない。

２ 甲は、担保の変更に関し、乙から請求があり、適当と認めるときは、これに応ずるものとする。

（合意管轄）

第１１条 甲及び乙は、この契約に関する訴訟につき愛媛県松山市を管轄する裁判所を管轄裁判所とす

ることに合意する。

愛 媛 県 報平成１５年１０月１７日 第１５０１号

１０８８



様式第６号（第９条、様式第１２号関係） 林業・木材産業改善資金事業実施報告書

林業・木材産業改善資金事業実施報告書
年 月 日

愛媛県知事
殿

（融資機関）
氏名又は名称及び住所

借受者 並びに団体にあっては、
代表者の氏名 �

借
受
状
況

貸付決定年月日 貸付決定番号 資金借受年月日 借 入 金 額

年 月 日
年度

第 号
年 月 日 千円

事
業
実
施
状
況

事業着手年月日 年 月 日 事業完了年月日 年 月 日

事 業 計 画 事 業 実 績 計画と実績
の相違点及
びその理由

内容 数量 単 価 金額 内容 数量 単 価 支払金額 領収書番号

円 円 円 円

資
金
調
達
の
実
績

総 事 業 費
資 金 調 達 区 分

林業・木材産業改善
資 金

自 己 資 金 そ の 他

計 画
円 円 円 円

実 績

年 月 日

研修を受けた機関又は林業従事者等（海外研修にあっては、派遣機関）

�

研
修
機
関
等
の
確
認
※
事
業
費
等
の
確
認

貸付対象機械等の適否

貸 付 限 度 額 の 確 認 貸付限度額 円 貸付超過額 円 処理経過

確 認 の 証 明

上記のとおり相違ないことを証明します。

年 月 日

確認した機関名（責任者） �

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 不要の文字は、抹消すること。
３ ※印欄は、記入しないこと。
４ 事業計画欄は、申請時の事業計画の概要（変更承認を得た場合にあっては、変更後の事業計
画の概要）を記載すること。

５ 事業実績欄は、貸付対象機械、施設名、型式、規格、資材名、数量、単価等を詳細に記載す
ること。

６ 次に掲げる書類を添付すること。
� 領収書の写し
� 林業・木材産業改善資金を共同で借り受けた場合にあっては、個人別明細表

愛 媛 県 報平成１５年１０月１７日 第１５０１号

１０８９



様式第７号（第１０条、第１６条関係） 林業・木材産業改善資金貸付資格認定取消通知書

林業・木材産業改善資金貸付資格認定取消通知書
年 月 日

殿

愛媛県知事 �

年 月 日付けで認定した林業・木材産業改善資金の貸付資格の認定を、次のとおり取
り消したので通知します。

貸
付
資
金

貸付決定日 貸付決定番号 貸付金額

年 月 日

円

取

消

理

由

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

愛 媛 県 報平成１５年１０月１７日 第１５０１号

１０９０



様式第８号（第１２条、様式第１３号関係） 林業・木材産業改善資金償還金支払猶予申請書

林業・木材産業改善資金償還金支払猶予申請書
年 月 日

愛媛県知事
殿

（融資機関） 氏名又は名称及び住所
申請者 並びに団体にあっては、

その代表者の氏名 �

年 月 日償還予定の償還金額 円

借
受
資
金

貸付決定日 貸付決定番号 借入金額 既償還額 借受残高 備考

年 月 日
円 円 円

支払猶予
申請理由

償
還
計
画

変更前 変更後

償還期日 償還金額 残高 償還期日 償還金額 残高
第１回 年 月 日 円 円 第１回 年 月 日 円 円
第２回 年 月 日 円 円 第２回 年 月 日 円 円
第３回 年 月 日 円 円 第３回 年 月 日 円 円
第４回 年 月 日 円 円 第４回 年 月 日 円 円
第５回 年 月 日 円 円 第５回 年 月 日 円 円
第６回 年 月 日 円 円 第６回 年 月 日 円 円
第７回 年 月 日 円 円 第７回 年 月 日 円 円
第８回 年 月 日 円 円 第８回 年 月 日 円 円
第９回 年 月 日 円 円 第９回 年 月 日 円 円
第１０回 年 月 日 円 円 第１０回 年 月 日 円 円
第１１回 年 月 日 円 円 第１１回 年 月 日 円 円
第１２回 年 月 日 円 円 第１２回 年 月 日 円 円
第１３回 年 月 日 円 円 第１３回 年 月 日 円 円
第１４回 年 月 日 円 円 第１４回 年 月 日 円 円
第１５回 年 月 日 円 円 第１５回 年 月 日 円 円

支払猶予後
の借受残高
の償還方法

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 不要の文字は、抹消すること。
３ 災害又は林業・木材産業改善資金助成法（昭和５１年法律第４２号）第３条第１項の貸付けを受けた
者（その者が団体である場合には、その団体を構成する個人）若しくはその者と住居及び生計を一
にする親族の死亡、疾病若しくは負傷を証明する書類を添付すること。

愛 媛 県 報平成１５年１０月１７日 第１５０１号

１０９１



様式第９号（第１２条、第１５条、第１６条関係） 林業・木材産業改善資金償還金支払猶予決定通知書

林業・木材産業改善資金償還金支払猶予決定通知書
年 月 日

殿
愛媛県知事 �
（融資機関 �）

資 金 の 種 類 □貸付金 □県貸付金 □融資機関貸付金

年 月 日償還予定の償還金額 円

貸
付
資
金

貸付決定日 貸付決定番号 借入金額 既償還額 借受残高 備考
年 月 日 円 円 円

償
還
計
画

変更前 変更後
償還期日 償還金額 残高 償還期日 償還金額 残高

第１回 年 月 日 円 円 第１回 年 月 日 円 円
第２回 年 月 日 円 円 第２回 年 月 日 円 円
第３回 年 月 日 円 円 第３回 年 月 日 円 円
第４回 年 月 日 円 円 第４回 年 月 日 円 円
第５回 年 月 日 円 円 第５回 年 月 日 円 円
第６回 年 月 日 円 円 第６回 年 月 日 円 円
第７回 年 月 日 円 円 第７回 年 月 日 円 円
第８回 年 月 日 円 円 第８回 年 月 日 円 円
第９回 年 月 日 円 円 第９回 年 月 日 円 円
第１０回 年 月 日 円 円 第１０回 年 月 日 円 円
第１１回 年 月 日 円 円 第１１回 年 月 日 円 円
第１２回 年 月 日 円 円 第１２回 年 月 日 円 円
第１３回 年 月 日 円 円 第１３回 年 月 日 円 円
第１４回 年 月 日 円 円 第１４回 年 月 日 円 円
第１５回 年 月 日 円 円 第１５回 年 月 日 円 円

備
考

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 不要の文字は、抹消すること。
３ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付すること。

愛 媛 県 報平成１５年１０月１７日 第１５０１号

１０９２



様式第１０号（第１４条関係） 林業・木材産業改善資金県貸付金貸付申請書

林業・木材産業改善資金県貸付金貸付申請書
第 号
年 月 日

愛媛県知事 殿
申請者 住所、名称及び

代表者の氏名 �

林業・木材産業改善資金の貸付けの業務を行うため、次のとおり貸付金を借用したいので、申請
します。

林業・木材産業改善資金県貸付金借入金額 円

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 林業・木材産業改善資金の貸付けを受けようとする者から提出のあった林業・木材産業改善
資金借入申込書（様式第３号）の写し、資料その他知事が必要と認める書類を添付すること。

愛 媛 県 報平成１５年１０月１７日 第１５０１号

１０９３



様式第１１号（第１４条関係） 林業・木材産業改善資金県貸付金借用証書

（表）

林業・木材産業改善資金県貸付金借用証書

第 号
年 月 日

融資機関 住所、名称及び
代表者の氏名 �

林業・木材産業改善資金に係る法令及び国の通知、愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則（平
成１５年愛媛県規則第６４号）並びに裏面の特約条項を遵守し、償還期日までに必ず償還することを確
約いたします。
貸 付 決 定 日 年 月 日 貸付決定番号
借入希望者氏名 借入希望者住所
借 入 金 額 金 円

償
還
期
日
及
び
償
還
額

回 数 償還期日 償 還 額 残 高 備 考
第１回 年 月 日 円 円
第２回 年 月 日 円 円
第３回 年 月 日 円 円
第４回 年 月 日 円 円
第５回 年 月 日 円 円
第６回 年 月 日 円 円
第７回 年 月 日 円 円
第８回 年 月 日 円 円
第９回 年 月 日 円 円
第１０回 年 月 日 円 円
第１１回 年 月 日 円 円
第１２回 年 月 日 円 円
第１３回 年 月 日 円 円
第１４回 年 月 日 円 円
第１５回 年 月 日 円 円

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

収入印紙
添 付 欄

愛 媛 県 報平成１５年１０月１７日 第１５０１号

１０９４



（裏）

林業・木材産業改善資金県貸付金借用証書特約条項

（借入金の使用）

第１条 融資機関（以下「甲」という。）は、愛媛県（以下「乙」という。）から借り受けたこの資金と

同額を、借入申込者（以下「丙」という。）に対し、償還期間、据置期間、償還方法及び償還期日を

甲乙間のものと同一にして無利子で転貸する。

（期限前償還）

第２条 乙は、甲が次の各号のいずれかに該当すると認め、期限前償還の請求をした場合には、償還期

限（分割支払の場合の各支払期日を含む。以下同じ。）にかかわらず、甲に対し直ちに債権の全部又

は一部を弁済させる。

� 甲が県貸付金を貸付目的以外の目的に使用したとき。

� 甲が県貸付金の償還を怠ったとき（丙に転貸した資金の償還を愛媛県林業・木材産業改善資金貸

付規則第１５条第１項において準用する同規則第１２条第３項の規定により猶予したことにより、甲が

県貸付金の償還を償還期日までに行うことができない場合を除く。）。

� 甲が借受金を借入後速やかに貸付けをしないとき。

� 甲がこの資金の借入れの際、又は借入れ後、この借入金債務の全部を弁済するまでの間において

、乙に対して、虚偽の申請若しくは報告をし、又は故意に必要な事実の報告を怠ったとき。

� 甲につき仮差押え、差押えの申請若しくは競売の申立てがあったとき、又は破産若しくは再生手

続開始の申立てがあったとき。

� 甲が支払を停止し、若しくは手形交換所より取引停止処分を受けたとき、又は清算に入ったとき。

� 甲が租税公課を滞納して督促又は保全差押えを受けたとき。

� 甲が乙に対し数個の債務を負う場合において、その一つでも期限に弁済しなかったとき。

	 甲が愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則及びこの特約条項に基づく義務の履行を怠ったとき

。


 その他乙が債権保全上著しい支障があると認めたとき。

（繰上償還）

第３条 甲は、償還期限にかかわらず、借入金の全部又は一部を乙に繰上償還することができる。

（転貸債権の期限前償還及び繰上償還）

第４条 甲は、甲丙間の特約に基づき丙に債務の期限前償還を請求しようとするときは、あらかじめ乙

に通知するものとする。

２ 甲は、甲丙間の特約に基づき丙に対し債務の期限前償還を請求してその弁済を受けたとき、又は丙

の任意の弁済を受けたときは、この契約に定める償還期限にかかわらず、速やかに受領額を乙に償還

する。

３ 乙は、甲が甲丙間の特約に基づき丙に対し債務の期限前償還を請求できる場合には、丙に期限前償
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還の請求をするよう甲に対し指示することができる。

（経理上の措置）

第５条 甲は、この借入金の使途を明らかにするため、乙の指示するところに従い、経理上必要な措置

を行う。

（報告）

第６条 甲は、次の各号のいずれかに該当する場合には、乙の定めるところにより、遅滞なくその旨を

乙に報告する。

� この借入金の転借により改良し、造成し、又は取得された施設が貸付けの目的に反して使用され、

譲渡され、交換され、貸し付けられ、若しくは担保に供され、又は公用収用されることとなったこ

とを知った場合

� 甲の住所、名称、資本金若しくは代表者に異動を生じ、又は甲に解散その他これに準ずる事実が

発生した場合

� 甲の資産若しくは事業の状況に著しい変動を生じ、又はそのおそれのある場合

� 甲丙間の特約に基づき丙より報告を受けた場合

� その他乙が指示する場合

（調査）

第７条 甲は、乙の職員その他乙の委託を受けた者が、甲の事務所その他必要な場所に立ち入り、事業

の状況、書類、帳簿その他必要な事項又は担保物件の調査をすることを承認する。

（弁済充当の指定権）

第８条 甲は、弁済充当の指定権が乙にあることを承認する。

（違約金等）

第９条 甲は、償還期限又は期限前償還を請求された場合の乙の指定する期日に償還金又は償還をすべ

き金額を支払わなかったときは、これらの期日の翌日から支払うべき金額に対し年１２．２５パーセント

の違約金を乙に支払う。

２ 甲は、丙が愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則第１５条第１項において準用する同規則第１２条

第２項による支払の猶予の申請をした場合において、乙が支払期日を過ぎて支払の猶予をしない旨の

決定を行ったときも、前項の規定による違約金を支払う。

３ 甲は、第２条第１号、第３号、第４号又は第９号に該当したこと（故意の場合に限る。）を理由と

して乙から期限前償還の請求を受けたときは、当該請求に係る貸付金の貸付けの日から償還金の支払

の日までの日数に応じ当該請求に係る貸付金の額につき年１２．２５パーセントの割合で計算した違反金

を併せて支払う。

４ 甲は、甲丙間の特約により丙に対し違約金を請求できる事態が生じたときは、その旨を乙に報告し、

その指示に従う。

５ 甲は、前項の規定により丙に対し違約金を請求して弁済を受けたときは、速やかにこれを乙に償還

する。

（転貸債権の質入）

第１０条 甲は、この借入金債務の担保として、乙の指定に基づき別に締結する質権設定契約により丙
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に対する転貸債権をそれに付随する担保権とともに乙に質入れし、乙と協力して速やかに第三者対抗

要件を整備する。

（合意管轄）

第１１条 甲及び乙は、この契約に関する訴訟につき愛媛県松山市を管轄する裁判所を管轄裁判所とす

ることに合意する。
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様式第１２号（第１５条関係） 林業・木材産業改善資金県貸付金事業実施報告書

林業・木材産業改善資金県貸付金事業実施報告書

年 月 日
愛媛県知事 殿

融資機関 住所、名称及び
代表者の氏名 �

貸付決定番号 貸付決定日

貸付金額 貸付実行日

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 林業従事者等から提出のあった林業・木材産業改善資金事業実施報告書（様式第６号）の写し
を添付すること。
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様式第１３号（第１５条関係） 林業・木材産業改善資金県貸付金償還金支払猶予申請書

林業・木材産業改善資金県貸付金償還金支払猶予申請書

第 号
年 月 日

愛媛県知事 殿

融資機関 住所、名称及び
代表者の氏名 �

年 月 日償還予定の償還金額 円
借
受
資
金

貸付決定日 貸付決定番号 借入金額 既償還額 借受残高 備考
年 月 日 円 円 円

償
還
計
画

変更前 変更後

償還期日 償還金額 残高 償還期日 償還金額 残高
第１回 年 月 日 円 円 第１回 年 月 日 円 円
第２回 年 月 日 円 円 第２回 年 月 日 円 円
第３回 年 月 日 円 円 第３回 年 月 日 円 円
第４回 年 月 日 円 円 第４回 年 月 日 円 円
第５回 年 月 日 円 円 第５回 年 月 日 円 円
第６回 年 月 日 円 円 第６回 年 月 日 円 円
第７回 年 月 日 円 円 第７回 年 月 日 円 円
第８回 年 月 日 円 円 第８回 年 月 日 円 円
第９回 年 月 日 円 円 第９回 年 月 日 円 円
第１０回 年 月 日 円 円 第１０回 年 月 日 円 円
第１１回 年 月 日 円 円 第１１回 年 月 日 円 円
第１２回 年 月 日 円 円 第１２回 年 月 日 円 円
第１３回 年 月 日 円 円 第１３回 年 月 日 円 円
第１４回 年 月 日 円 円 第１４回 年 月 日 円 円
第１５回 年 月 日 円 円 第１５回 年 月 日 円 円

支払猶予後
の借受残高
の償還方法

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 林業従事者等から提出のあった林業・木材産業改善資金償還金支払猶予申請書（様式第８号）の
写しを添付すること。
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�愛媛県規則第６５号
愛媛県林業改善資金会計事務取扱規則の一部を改正する規

則を次のように定める。

平成１５年１０月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県林業改善資金会計事務取扱規則の一部を改正す

る規則

愛媛県林業改善資金会計事務取扱規則（昭和５１年愛媛県規

則第８２号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

愛媛県林業・木材産業改善資金会計事務取扱規則

第１条中「林業改善資金助成法」を「林業・木材産業改善

資金助成法」に改め、「法」という。）」の下に「及び愛媛

県林業・木材産業改善資金貸付規則（平成１５年愛媛県規則第

６４号。以下「規則」という。）」を加え、「林業生産高度化

資金、新林業部門導入資金、林業労働福祉施設資金及び青年

林業者等養成確保資金（以下「林業改善資金」という。）」

を「林業・木材産業改善資金」に改める。

第２条中「第１３条第１項」を「第１４条第１項」に、「林業

改善資金」を「林業・木材産業改善資金（規則第１条第１項

の林業・木材産業改善資金をいう。以下同じ。）」に改める

。

第３条の見出しを「（林業・木材産業改善貸付資金の交付

）」に改め、同条中「林業改善資金」を「林業・木材産業改

善資金」に、「林業改善貸付資金」を「林業・木材産業改善

貸付資金」に改める。

第４条の見出しを「（林業・木材産業改善貸付資金・林業

・木材産業改善資金償還金受払簿の記帳）」に改め、同条中

「林業改善貸付資金の」を「林業・木材産業改善貸付資金の

」に、「林業改善資金に」を「林業・木材産業改善資金に」

に、「林業改善貸付資金・林業改善資金償還金受払簿」を「

林業・木材産業改善貸付資金・林業・木材産業改善資金償還

金受払簿」に改める。

第５条中「林業改善貸付資金の」を「林業・木材産業改善

貸付資金の」に、「林業改善貸付資金受払報告書」を「林業

・木材産業改善貸付資金受払報告書」に改める。

第６条及び第９条中「林業改善資金」を「林業・木材産業

改善資金」に改める。

様式第１号中「林業改善貸付資金・林業改善資金償還金受

払簿」を「林業・木材産業改善貸付資金・林業・木材産業改

善資金償還金受払簿」に改め、同様式注２中「林業改善資金

の種類」を「林業・木材産業改善資金の内容」に改める。

様式第２号中「林業改善貸付資金受払報告書」を「林業・

木材産業改善貸付資金受払報告書」に、「の林業改善貸付資

金」を「の林業・木材産業改善貸付資金」に改め、同様式注

２中「林業改善資金の種類」を「林業・木材産業改善資金の

内容」に改める。

様式第３号中

林業生産

高度化資

金償還金

新林業部

門導入資

金償還金

林業労働

福祉施設

資金償還

金

青年林業

者等養成

確保資金

償還金

「

￥ ￥ ￥ ￥ 」

を

林業・木材産業改善資金

￥

「

」

に改める。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の愛媛県林業・木材産業改善資金会計事務取扱規

則様式第１号から様式第３号までの規定は、この規則の施

行の日以後に貸付けの決定を行う資金に係る林業・木材産

業改善貸付資金・林業・木材産業改善資金償還金受払簿、

林業・木材産業改善貸付資金受払報告書及び納入通知書の

様式について適用し、同日前に貸付けの決定を行った資金

に係る林業改善貸付資金・林業改善資金償還金受払簿、林

業改善貸付資金受払報告書及び納入通知書の様式について

は、なお従前の例による。

告 示

�愛媛県告示第１９９９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び西

条市において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１５年１０月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

ワタキューセイモア株式会社

京都府綴喜郡井手町多賀字茶臼塚１２番地の２

代表取締役 安道 光二

２ 事業場の名称及び所在地

ワタキューセイモア株式会社四国工場

西条市ひうち字東ひうち１８－２５

３ 特定施設に関する事項

� ＩＣＷ－１２型連続洗濯機

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。以下「政令」という。）別
表第１第６７号 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２，４００キログラム処理

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着手後３０日

使用開始の予定年月日 排水処理施設完成日

特定施設の使用時間間隔 間 歇

特定施設の１日当たりの使
用時間 ９時間
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� ＣＰ１９－１２型連続洗濯機

� ＬＣＢＷ－１２型連続洗濯機

� ＦＬＴ－２００型全自動洗濯脱水機

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２，４００キログラム処理

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着手後３０日

使用開始の予定年月日 排水処理施設完成日

特定施設の使用時間間隔 間 歇

特定施設の１日当たりの使
用時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 春、秋に２０％増加

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．０～１１．０

最大 ９．０～１１．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１５

最大 １２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３４

最大 ３７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１．５

最大 １３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １１２

最大 １６８

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２，４００キログラム処理

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着手後３０日

使用開始の予定年月日 排水処理施設完成日

特定施設の使用時間間隔 間 歇

特定施設の１日当たりの使
用時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 春、秋に２０％増加

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．０～１１．０

最大 ９．０～１１．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１５

最大 １２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３４

最大 ３７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１．５

最大 １３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １１２

最大 １６８

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり３００キログラム処理

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着手後３０日

使用開始の予定年月日 排水処理施設完成日

特定施設の使用時間間隔 間 歇

特定施設の１日当たりの使
用時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 春、秋に２０％増加

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．０～１１．０

最大 ９．０～１１．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１５

最大 １２８

特定施設の使用の季節的変
動の概要 春、秋に２０％増加

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．０～１１．０

最大 ９．０～１１．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１５

最大 １２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３４

最大 ３７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１．５

最大 １３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １１２

最大 １６８
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� ＦＬＴ－１００ＡＳ型全自動洗濯脱水機

� ＭＯＸ－１００ＮＵ型全自動洗濯脱水機

４ 汚水等の処理施設に関する事項

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１５０キログラム処理×２
基

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着手後３０日

使用開始の予定年月日 排水処理施設完成日

特定施設の使用時間間隔 間 歇

特定施設の１日当たりの使
用時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 春、秋に２０％増加

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．０～１１．０

最大 ９．０～１１．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１５

最大 １２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３４

最大 ３７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１．５

最大 １３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３０

最大 ４５

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６７号 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１５０キログラム処理×５
基

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３４

最大 ３７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１．５

最大 １３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６０

最大 ９０

工事の完成予定年月日 着手後３０日

使用開始の予定年月日 排水処理施設完成日

特定施設の使用時間間隔 間 歇

特定施設の１日当たりの使
用時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 春、秋に２０％増加

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．０～１１．０

最大 ９．０～１１．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１５

最大 １２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３４

最大 ３７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１．５

最大 １３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３０

最大 ４５

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着手後３０日

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

処 理 施 設 の 種 類 生物処理＋物理処理

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
縦 ４２．５メートル
横 １４メートル
高さ ５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり９５０立方メートル

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 生物処理＋フェントン酸化処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．０～１１．０

最大 ９．０～１１．０

通常 ６．０～８．６

最大 ６．０～８．６
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

�������
�愛媛県告示第２０００号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定

により、次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成１５年１０月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２００１号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づ

き事業の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成１５年１０月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 起業者の名称

社会福祉法人 福角会

２ 事業の種類

知的障害者地域生活援助事業「もくれんホーム・つばき

ホーム」の建設事業

３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県松山市福角町地内

� 使用の部分

なし

４ 事業の認定をした理由

平成１５年９月２日に、社会福祉法人福角会から申請のあ

った本件事業に関する事業認定の理由は、以下のとおりで

ある。

� 土地収用法第２０条第１号の要件への適合性について

本件事業は、土地収用法第３条第２３号に掲げる「社会

福祉法（昭和２６年法律第４５号）による社会福祉事業の用

に供する施設」に該当する。

このため、本件事業は、土地収用法第２０条第１号の要

件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第２号の要件への適合性について

本件事業は、社会福祉法第２条第３項第６号に規定す

る知的障害者地域生活援助事業であり、本件事業の起業

者である社会福祉法人福角会は、本件事業を施行する権

能を有する主体であると認められる。

また、起業者は、本件事業の実施年度に必要となる工

事費、用地補償費等の予算を計上することとしており、

本件事業が施行されることは確実と認められる。

このため、本件事業は、土地収用法第２０条第２号の要

件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第３号の要件への適合性について

ア 本件事業は、社会福祉法人福角会が設置、運営する

知的障害者更正施設の入所者、特に重度知的障害者が

自らの決定や選択により住まいの場を施設から地域へ

移行し、地域で自立した生活に移行（以下「地域移行

」という。）できるようにグループホームを整備し、

社会福祉法の基本理念の一つである「地域福祉」の促

進を図るものであり、本件事業の施行により得られる

利益は、相当程度存在すると認められる。

イ 一方、本件事業の施行により失われる利益として周

辺環境への影響が考えられるが、本件事業が環境影響

評価法（平成９年法律第８１号）等による環境影響評価

の対象事業となっていないことから周辺環境への影響

は極めて小さいものと考えられる。

よって、本件事業の施行により失われる利益は軽微

であると認められる。

ウ 本件事業に係る起業地の選定に当たっては、自然的

条件、社会的条件、経済的条件及び工事施行等の技術

的条件による３案の候補地の比較検討を行い、総合的

に最も優れた案を採用しているものと認められる。

また、本件事業に係る起業地の範囲は、必要最小限

に限定されているものと認められる。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．６

最大 ６．０～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．９４

最大 ０．９４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６３４

最大 ９５０

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成１８
年１０月
２３日

愛媛県
第１２４１
号

魚廃物
加工肥
料

明浜漁
協魚廃
物加工
肥料

窒素全
量７．０
りん酸
全量
１．５

加里全
量１．０

公定規
格のと
おり

明浜漁業協同
組合
愛媛県東宇和
郡明浜町大字
狩浜１番耕地
２１５番地

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０８

最大 １２０

通常 １０

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３２

最大 ３５

通常 １０

最大 １０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １０

通常 １０

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １２

通常 ０．９４

最大 ０．９４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６３４

最大 ９５０

通常 ６３４

最大 ９５０
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エ アで述べた得られる利益とイで述べた失われる利益

を比較衡量した結果、本件事業の施行により得られる

利益が失われる利益に優越すると認められるとともに

、ウで述べたように、本件事業の起業地は他の候補地

と比較して最も適切であると認められる。

以上により、本件事業は、土地収用法第２０条第３号の

要件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第４号の要件への適合性について

本件事業は、知的障害者の地域移行が可能となるよう

知的障害者の社会自立を支え、もって在宅福祉及び地域

福祉の促進を図るものであり、土地を収用する公益上の

必要があると認められるため、土地収用法第２０条第４号

の要件を充足すると判断される。

� 結論

�から�までにおいて述べたように、本件事業は土地
収用法第２０条各号の要件を充足するものと判断される。

５ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

松山市役所

�������
�愛媛県告示第２００４号
愛媛県収入証紙をもつて納付すべき使用料及び手数料の範

囲（昭和３９年３月愛媛県告示第２８３号）の一部を次のように

改正し、平成１５年１１月１日から施行する。

平成１５年１０月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１の項第１０号を次のように改める。

� 武道館使用料

訓 令

�愛媛県訓令第２６号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように

定める。

平成１５年１０月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一

部を次のように改正する。

別表第２林業政策課の表１６の部事務の種類の欄中「林業改

善資金助成法」を「林業・木材産業改善資金助成法」に改め

、同部１の項及び２の項を削り、同部３の項事項の欄中「第

１３条」を「第１４条」に改め、同項を同部１の項とし、同部４

の項同欄中「貸付け」を「貸付資格の認定及び認定の取消し

並びに貸付け」に、「愛媛県林業改善資金貸付規則（次項」

を「愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則（以下この部」

に、「第８条」を「第５条、第６条、第１０条、第１４条、第１５

条」に改め、同項を同部２の項とし、同部５の項同欄中「検

査（規則第１１条」を「指示（規則第９条、第１５条」に改め、

同項を同部３の項とし、同部中同項の次に次のように加える

。

�愛媛県告示第２００２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１０月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２００３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１５年１０月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７９号
上浮穴郡小田町大字吉野川２１８６番地先から

喜多郡内子町大瀬東２５６３番まで

旧 ５．０～３２．２ ０．４９２

新 ５．０～３２．２
１１．６～４５．０

０．４９２
０．４７８

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１５西局丹土（開）第７号

平成１５年１０月３日
周桑郡丹原町大字高知甲４２６番

周桑郡丹原町大字高知甲４２５番地
山 内 一 郎

１５西局丹土（開）第８号

平成１５年１０月３日
周桑郡丹原町大字池田６０９番７及び６１０番６

周桑郡丹原町大字願連寺４７８番地
青 野 真 司

��������������
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４ 期限前償還請求の決定
（規則第１１条、第１５条）

○

５ 支払猶予の決定（規則
第１２条、第１５条）

○

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

任 免 辞 令

�公営企業任免辞令
９月３０日

愛媛県技術吏員 山 本 貴 恵

同 森 岡 幸 子

同 井 手 理 江

同 安 波 千 恵

同 細 川 智 司

同 花 山 宜 久

同 鈴 木 貴 子

同 森 賀 昭 惠

願により本職を免ずる（各通）

愛媛県技術吏員 岩 田 真 治

願により本職を免ずる

退職手当は支給しない（愛媛県職員退職手当条例第１４条）

１０月１日

（県立今治病院） 麓 憲 行

（県立伊予三島病院） 岸 陽 子

（県立新居浜病院） 久 米 綾

（同 ） 平 尾 文 治

（同 ） 瀬 野 利 太

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（一）１級を命ずる

技師を命ずる

（頭書）勤務を命ずる（各通）

（県立中央病院） 加 藤 亜紀子

（同 ） � 井 良 子

（同 ） 村 上 かおり

（同 ） 宮 成 利 恵

（県立伊予三島病院） 永 井 里 絵

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（三）２級を命ずる

技師を命ずる

（頭書）勤務を命ずる（各通）

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申

請があったので、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１５年１０月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県公営企業告示第４号
次のとおり落札者を決定した。

平成１５年１０月１７日

愛媛県立中央病院長 藤 井 靖 久

公 告

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１５年１０月８日 特定非営利活動法人
フラット � 森 美 保 今治市新谷乙２２３番地７２ この法人は、障害者及び高齢者の方々を対

象に、自由に安心して社会参加や自立生活
が送れる様にあらゆる面から支援すると共
に、地域住民に対し、対象者やボランティ
ア活動に理解を求めつつボランティア活動
に参加を促しながら個々の技能を高め、対
象者が地域住民と共生できる社会づくりを
促進することを目的とする事業を行い、不
特定かつ多数のものの利益の増進に寄与す
ることを目的とする。

公営企業告示

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

重油（ＪＩＳ Ｋ２２０５ １種２号
）約８００，０００リットル

愛媛県立中央病院
愛媛県松山市春日
町８３番地

平成１５年９月２６日
三原産業株式会社
愛媛県宇和島市寿町
二丁目９番１２号

２９．１９円 一般競争入札 平成１５年２月１４日

愛 媛 県 報平成１５年１０月１７日 第１５０１号

１１０５
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